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避難所環境と⼆次的健康被害に関する検討 

【はじめに】 
 災害時における保健医療福祉⾏政の役割は防ぎ得た死と⼆次健康被害の最⼩
化である。そのため、発災後速やかに医療救護対策、保健予防活動、⽣活環境衛
⽣対策を進めていく必要があり、さらに近年では災害時介護・福祉マネジメント
の重要性も⾼まっている。災害時保健医療福祉活動の活動場所は避難所、⾃宅、
施設等避難者が存在するところであれば場所は問わないが、特に発災後急性期
には避難者が多く集まる避難所において、ライフラインの停⽌、物資の不⾜や情
報の錯綜などにより混乱が⼤きく、また集団⽣活に伴う⼆次的健康被害発⽣の
可能性も⾼くなる。 
避難所⽣活による具体的な健康課題として、深部静脈⾎栓症、低体温症、熱中

症、⾼⾎圧・糖尿病・喘息・精神疾患など慢性疾患の悪化、⽣活不活発病、感染
症、⾷中毒、栄養不⾜や⾷物アレルギー、⼝腔衛⽣や⼝腔機能低下、メンタルヘ
ルスなど多岐に渡り、これら健康課題の現れかたに決まりはなく、災害の種類や
規模によって発災直後から起こりうる１。発災後、医療救護活動が最優先である
ことは論を待たないが、災害関連死や⼆次的健康被害最⼩化のためには医療救
護活動や要配慮者への個別⽀援と並⾏して、避難所の集団に対する保健予防活
動および⽣活環境衛⽣対策を速やかに開始することが重要である。 
令和２年５⽉７⽇厚⽣労働⼤⾂官房厚⽣科学課事務連絡「令和元年度医療・保

健・福祉と防災に関する作業グループにおける議論のとりまとめについて（情報
提供）」において、施設・避難所等ラピッドアセスメントシートを活⽤すること
で、必要な避難所の情報を簡便に評価し速やかに収集することができ、ニーズに
即した専⾨職チームを派遣できるなど、迅速かつ効率的な資源投⼊が期待でき
ることが⽰されている。 
 今後の避難所⽀援活動の検討および DHEAT によるマネジメント⽀援に資す
ることを⽬的に、これまでの⼤規模災害時における災害関連死の状況、⼆次的健
康被害発⽣の機序等について資料をもとに整理する。 

（資料４）



【災害関連死の状況】 
 平成 31年 4⽉ 3⽇内閣府事務連絡「災害関連死の定義について」において初
めて災害関連死の定義がなされ、「当該災害による負傷の悪化⼜は避難⽣活等に
おける⾝体的負担による疾病により死亡し、災害弔慰⾦の⽀給等に関する法律
（昭和 48 年法律第 82 号）に基づき災害が原因で死亡したものと認められたも
の（実際には災害弔慰⾦が⽀給されていないものも含めるが、当該災害が原因で
所在が不明なものは除く。）」となっている。なお、定義では、「当該災害による
負傷の悪化⼜は避難⽣活等における⾝体的負担による疾病により死亡」とある
ところ、避難⽣活等における⾝体的負担によるものであれば、精神疾患による⾃
殺も含まれることとしている。 
 災害関連死の定義後の令和元年度に、災害関連死として審査された 73 事例
（東⽇本⼤震災７例、平成 27年関東・東北豪⾬１例、熊本地震 20 例、平成 29
年台⾵ 20 号 1例、平成 30年 7⽉豪⾬ 33 例、北海道胆振東部地震 3例、令和元
年台⾵ 15 号 2例、令和元年台⾵ 19 号 6例）の概要２では、何らかの既往症有り
が約 92%、死亡時の年代は 70 歳以上が約 85%であり、発災３ヶ⽉以内に亡く
なられた⽅が約 60％を占めていた。 
死亡原因では、避難⽣活の⾁体的・精神的負担（被災のショック等によるもの

も含む）が半数以上であり、死因は呼吸器系疾患（肺炎、気管⽀炎など）と循環
器系疾患（⼼不全、くも膜下出⾎など）が約６０％を占めた。阪神淡路⼤震災、
東⽇本⼤震災及び熊本地震における災害関連死の状況（表１）も同様の結果であ
り、災害関連死は⾼齢者や基礎疾患を持つものに多く、避難⽣活の負担が起因と
なり発災後３ヶ⽉以内に発⽣することが多いが、発災１週間以内でも⼀定程度
発⽣している。また、死因も呼吸器系疾患と循環器系疾患が多くを占めている。 
 



 
 
【災害時における循環器系疾患発症機序】 
 災害においては⾝体的・精神的ストレスから⼼⾎管疾患が増加することが 
知られている。阪神淡路⼤震災のデータでは、災害時には⼼疾患（⼼筋梗塞）の
発症リスクは平時の約 1.5 倍、脳梗塞の発症リスクは 1.9 倍である３。災害時に
は不眠や精神的ストレスから交感神経が優位となり、⾷塩感受性が亢進し⾎圧
上昇傾向となり、また避難環境に伴う寒さ、⽔分摂取不⾜や⾝体活動不⾜により
⾎栓傾向が促進され、この⾎圧上昇と⾎栓傾向により循環器系疾患が発症する
と考えられている（図１）４。発災直後の直接死とほぼ同時期にストレス関連性
循環器疾患が起こりうるし、突然死や肺塞栓症などが起こりうる（図２）。 
 
（図１）災害時循環器疾患の発症機序 

 



（図２） 

 
 
 実際、東⽇本⼤震災における報告では、震災前後において⾼⾎圧患者の収縮期
⾎圧は優位に上昇（11.6mmHg）していた５。東⽇本⼤震災（宮城県）における
各疾患の週別発⽣数の報告６によると、震災後に⼼不全、急性冠症候群や脳卒中
等の発⽣が優位に増加していた（図３）。熊本地震における報告７では、静脈⾎栓
症および⼼不全が優位に増加していた（図４）。 
 
（図３）東⽇本⼤震災（宮城県）における各疾患の週別発⽣数 

 



 
（図４）熊本地震における⼼⾎管疾患発⽣率（4/16〜6/30） 

 
 
災害⾼⾎圧（災害後に⽣じる⾼⾎圧（≧ 140/90 mmHg））は，被災直後から発

⽣し，⽣活環境と⽣活習慣が回復・安定するまで持続する４。災害時において投
薬の継続や避難所環境整備による被災者の⾎圧管理が重要である。 
 
 
 
 
【呼吸器系疾患発症機序】 
 循環器系疾患同様、⼤規模災害後には呼吸器疾患の発症・増悪が必発である。
東⽇本⼤震災時の宮城県気仙沼市内 3 病院における肺炎⼊院患者数推移の報告
８では、震災後、1 週間あたりの肺炎⼊院患者数は 5.7 倍増加していた（図５）。
同様に、東⽇本⼤震災時の宮城県⽯巻⾚⼗字病院における呼吸器疾患による⼊
院状況の報告９では、震災後の肺炎による⼊院が過去の年度に⽐べて⼤幅に増加
していた（図６）。 
 
 
 
 



 
（図５）宮城県気仙沼市内 3 病院における肺炎⼊院患者数の推移 

 

 
（図６）東⽇本⼤震災時の宮城県⽯巻⾚⼗字病院における呼吸器疾患による⼊院状況 

 
 
災害時には主に以下の３つの原因により呼吸器疾患が発⽣すると考えられて

いる 10。（１）災害による直接的な呼吸器疾患（粉塵、アスベストやヘドロ暴露、



津波による溺⽔、⽕災による気道熱傷等）、（２）⽣活環境の悪化等に伴う呼吸器
障害（寒冷曝露による感冒、肺炎⼝腔内衛⽣環境悪化に伴う誤嚥性肺炎、⽣活環
境の悪化に伴う呼吸器感染症、寒冷、疲労、ストレスによる既存呼吸器疾患の悪
化、⾞内⽣活等による下肢静脈⾎栓症と肺塞栓症）、（３）ライフライン、医療提
供体制の途絶による慢性疾患の悪化（在宅酸素療法や⼈⼯呼吸器療法の継続不
能、受診困難、医薬品⼊⼿困難に伴う慢性呼吸器疾患の悪化）。 
 慢性疾患悪化防⽌のため避難所における医療提供体制の構築とともに、⽣活
環境悪化に伴う呼吸器障害に対して感染症対策、⻭科⼝腔対策や⾞中泊対策等
を迅速に実施し、予防に務めることが重要となる。 
 
【避難所環境と⼆次的健康被害】 
東⽇本⼤震災では、発災後 12 週間の急性⾮代償性⼼不全による⼊院数は、避

難所の⼈数と関連を認め（p <0.001)11、避難所の過密度が⾼い避難所(1⼈あた
りスペースが 5.5m2未満）に急性呼吸器感染症患者数が優位に多く(p=0.04)12、
混雑した避難所（避難者 1⼈当たりの平均スペースが 5.0m2未満）と⾮混雑の
避難所（5.0m2 以上）を⽐べると、混雑した避難所では⾮混雑した避難所と⽐較
して、1⽇当たりの睡眠障害発⽣率が増加した 13。 
東⽇本⼤震災の避難所において、清潔な⽔道⽔の供給が呼吸器症状や消化器症
状の有病率と負の相関を⽰し、⽔道⽔の復旧とトイレ衛⽣は相関関係にあり、い
ずれも消化器症状の有病率低下と相関していた 14。また別の報告では、東⽇本⼤
震災（宮城県、発災 2 週間後）において、避難所の衛⽣管理と避難者の健康に影
響を及ぼしていたものは、①避難所の規模、②⽔供給の状況、③保健担当者の配
置であり、避難者数が 50⼈以下の避難所では、保健担当者配置の有無が消化器
症状の有病率に有意差を認めており、避難者数の調整や⽔の供給はすぐに対応
できないので、避難所へ速やかに保健担当者を配置することが現実的かつ効果
的であると述べている 15。 
 特に発災直後は、避難所情報を含む情報収集には⼤きな困難が伴う。つまり、
通信⼿段が限られるうえ、被災の⼤きいところほど情報が得られにくく、現場の
状況とニーズが急速に変化する。また発災初期には投⼊できる時間、⼿段や要員
が制約されるため、⽣命に関わる事項と迅速性を重視し必要な情報を効果的に
収集するラピッドアセスメントを実施することで、収集と分析のプロセスを同
時に進⾏させ、対策につなげることが重要である 16。 



避難所⽣活に伴う健康課題は多岐に渡ることから、発災後からすべての避難所
へ幅広い対策を同時進⾏で進めていくことが望まれるが、発災後急性期にかけ
ては物的資源や⼈的資源が限られるため、収集できた避難所情報をもとに優先
順位をつけて対応せざるを得ない。これまで、避難所の規模（⼈数や過密度）が、
循環器疾患や呼吸器疾患の発症に影響を及ぼしている報告があり、避難所情報
が充分に⼿に⼊らない時期に⽀援の優先度を決める必要がある場合には、避難
所の規模が１つの参考になると考えられる。また規模に関わらず集団⽣活にあ
たっては感染症アウトブレイクが健康被害を拡⼤させる可能性があるため、衛
⽣的な⽔の確保とトイレ衛⽣を含む避難所の環境整備を念頭に置くことが必要
である。 
平成 30 年度厚⽣労働科学研究費補助⾦「災害時において⾼齢者・障害者等の

特に配慮が必要となる者に対して適切な医療・福祉サービスを提供するための
調査研究」（研究代表者：浜松医科⼤学医学部健康社会医学講座 尾島俊之教授）
の報告によると、災害時要配慮者は⼈⼝あたり⼀定程度存在するため（表２）、
要配慮者への個別⽀援の視点からも充分な情報が⼊らない時期には規模が⼤き
い避難所から⽀援に⼊る⽅法は有効と考える。 
 

 
 
また、災害時には⾞中泊者を中⼼に深部静脈⾎栓症が発⽣しやすいことが知ら

れているが、東⽇本⼤震災（宮城県）において、21の避難所 269⼈を対象とし、
ふくらはぎの超⾳波検査を実施した結果、269名中 65名（24％）が DVTの基
準を満たし、下肢の外傷、排尿回数の減少、⾞中泊は DVTの独⽴した陽性予測



因⼦であることが分かっている 17。さらに、東⽇本⼤震災後 150 ヶ所の避難所
の環境を，⽶国疾病対策予防センター(CDC)の緊急時災害 避難所環境保健評価
表を⽤いてスコア化したところ，各避難所の D V T 陽性率と逆相関を認めてお
り 18、DVT予防のためには⾞中泊対策だけでなく、避難所環境の総合的な改善
が早期から求められることが分かる。  
 今後、施設・避難所等ラピッドアセスメントシートを⽤い発災後早期からの

避難所情報をデジタル化、蓄積し、健康被害との関連性を解析するなどによっ
て、効率的な避難所⽀援活動につなげることが必要である。 
 
【おわりに】 
発災後、避難者が避難してきた時から避難所対策が始まり、避難⽣活に伴う⼆

次健康被害は発災直後から起こりうる。また、避難所には、⼆次健康被害を起こ
すリスクが⾼い要配慮者が⼀定程度存在するため、災害関連死を防ぐために、ま
た中⻑期的に要⽀援・要介護者を増やさないためにも、避難所における⼆次健康
被害予防対策は、発災後速やかに⾏われる必要がある。 
平時から施設・避難所等ラピッドアセスメント項⽬ごとに対応の優先度を検討

したうえで、避難所の運営者や保健医療活動チームの協働により速やかにアセ
スメントを実施し、限られた物的・⼈的資源のなかで効率的な避難所⽀援を⾏う
体制を整えることが重要である。また、DHEATをはじめ避難所⽀援に⼊る保健
医療活動チームは、職種ごとの⽀援内容に精通しているだけでなく、その場で解
決できることや助⾔や⽀援ができることは積極的に⾏うことができるように、
避難所運営や感染対策などの⼀般的な知識を持っておくことが必要と考える。 
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